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“今まで世の中になかったものを”
「独創的な商品を開発し、新たな文化の創造をもって社会に貢献する」

この経営理念に、キングジムの商品開発姿勢が示されています。
新しい発想を大切に、市場にイノベーションを引き起こすべく積極的な活動を展開しています。
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売上高 経常利益／親会社株主に帰属する当期純利益 自己資本・自己資本比率

企業理念・業績ハイライト

■文具事務用品事業、インテリアライフスタイル事業ともに減収
主力商品の販売減等により減収

■売上高減少および販管費増加による減益
運賃や賃借料の増加により、販売管理費が増加し、営業利益をはじめすべての利益で減益

Point
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平素より当社グループ事業へのご理解とご支援を賜り、心より感謝申し
上げます。

ここに当社グループの第71期（2019年6月期）における営業のご報告
をお届けするとともに、当社グループ事業の特色および今後の事業
展開についてご説明させていただきます。ご高覧いただければ誠に
幸いに存じます。

　当期におけるわが国経済は、企業収益が堅調に推移し、雇用・
所得環境の改善が続くなかで、各種政策の効果もあり、景気は緩
やかな回復基調が続いております。しかしながら、国際的な通商
問題や海外経済の不確実性等、先行きの不透明な状況が続いて
おります。
　このような状況のもと、当社グループでは、数多くの新製品を
発売し、新たな市場の創出と獲得に注力してまいりました。
　ステーショナリーでは、シンプルなデザインのファイルシリーズ
「HITOTOKIスタンダード」や、底面に内蔵された吸着パッドと衝
撃低減バネで机にピタッと密着する、たおれないペンケース「オク
トタツ」などを発売いたしました。電子製品におきましては、「テプ
ラ」PROシリーズに、スタンダードモデルSR-R680を追加し、ふせ
んサイズの「ブギーボード」BB-12なども発売いたしました。
　また、2018年10月29日から一週間、「テプラ」の発売30周年
および累計販売台数1,000万台突破を記念して、青山のロイヤ
ルガーデンカフェ青山にて「テプラカフェ」を開催いたしました。
　この結果、当連結会計年度の業績につきましては、売上高は
343億2,954万円(前連結会計年度比1.3％減)となりました。利
益面では、のれんの償却額が減少したものの、運賃や賃借料等の
増加により、販売費及び一般管理費が増加したため、営業利益は
13億9,504万円(前連結会計年度比27.1％減)、経常利益は16
億3,694万円(前連結会計年度比21.6％減）、親会社株主に帰属
する当期純利益は9億6,304万円(前連結会計年度比31.4％減)
となりました。

　日本経済は、雇用・所得環境の改善による個人消費の回復や企
業の堅調な設備投資により、緩やかな回復が期待される一方、世
界経済においては、米国経済の減速や米中の貿易摩擦懸念など
先行きの不透明感が強まっています。
　こうした経済環境のなか、当社グループは、「文具事務用品事
業」において、「ファイル」や「テプラ」といった基盤事業に加え、「デ
ジタル文具」や「オフィス環境用品」といった成長分野に対し、新た
な時代を切り開く製品の開発に一層尽力してまいります。
　「ステーショナリー」では、コンパクトに持ち歩くことができるマ
スキングテープとして好評をいただいている「KITTA(キッタ)」シ
リーズに、同製品を収納できる「KITTA‌FILE(キッタファイル)」や
新たなデザインを追加いたします。「電子製品」では、受付や窓口
などで使用できる対話型翻訳機「ワールドスピーク」を発売いたし
ます。世界72言語を瞬時に翻訳し、近年増加する外国人旅行者と
の円滑なコミュニケーションを可能にします。また、災害に備えて
個人の手元で保管することのできる「災害対策セット」の豊富なバ
リエーションを新たに取り揃えます。これらの製品により市場の創
出・拡大を実現いたします。
　また、「インテリアライフスタイル事業」においては、世の中のニー
ズとトレンドに沿った商品を企画・開発し、業績の拡大を目指します。
　上記施策により、次期におきましては、売上高355億円(前連結
会計年度比3.4％増)、営業利益15億円(前期比7.5％増)、経常利
益16億5,000万円(前期比0.8％増)、親会社株主に帰属する当期
純利益11億5,000万円(前期比19.4％増)を計画しております。

代表取締役社長

目標達成に向け、引き続き
全社的な努力を続けてまいります

当期の業績と事業経過について 次期の見通しについて

ごあいさつ
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文具事務用品事業の売上高は267億7,013万円（前期比
1.2％減）、営業利益は、売上原価率の増加や販売費及び
一般管理費の増加により13億5,689万円(前期比26.0％
減)となりました。インテリアライフスタイル事業の売上高
は、75億5,941万円(前期比1.7％減)、営業利益は、運賃
や賃借料等の増加による販売費及び一般管理費の増加に
より、1,491万円(前期比72.2％減)となりました。

【主な取扱商品】
テプラ・ポメラ・ブギーボード・リミッツ・デジタル耳せん・
カクミル・ペギー・テッテ　など

「テプラ」PROシリーズに、オフィス向けエントリーモデルSR370
とスタンダードモデルSR-R680を発売いたしました。その他、ふ
せんサイズの「ブギーボード」BB-12や、環境騒音を低減する「デ
ジタル耳せん」の新モデルMM2000、クラウドファンディングに
出品して商品化が決定した気づかせメモ「カクミル」を発売いた
しました。また、オフィス環境改善用品では、超大型液晶のデジ
タル時計でタイマーとしても使用できる「ザラージ‌タイマーク
ロック」や自動手指消毒器「テッテ」、ペグボードを使った卓上収
納ボード「ペギー」等を発売いたしました。

売上高
構成比

文具事務用品
（電子製品）
45％

文具事務用品
（ステーショナリー）
33％

インテリア
ライフスタイル

22％

2017 2018 2019

157 157 155売上高の推移

文具事務用品（電子製品）

事業別の概況

売上高

155億円（前期比98.9％）
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【主な取扱商品】
キングファイル他、事務用ファイル・HITOTOKIスタンダード・
オクトタツ・コンパック・フラッティ・KITTA(キッタ)　など

内蔵の吸着パッドとバネのちからで机にピタッとくっつく、たお
れないペンケース「オクトタツ」や、落ち着きのある色味のファイ
ルシリーズ「レザフェスU」を発売いたしました。また、箱型の額縁
「hacobuchi(ハコブチ)」や、手紙用品専用の収納ボックス‌「紙
文箱(カミフミバコ)」、シンプルなデザインのファイルシリーズ
「HITOTOKIスタンダード」など、『HITOTOKI（ヒトトキ）』ブラン
ドのラインアップ拡大を図りました。

株式会社ぼん家具では、撮影スタジオの増設やクリエイターの
増員により新商品発売の体制を強化し、主力モールである楽天
やAmazon、Yahoo!ショッピングにおいて、売上高の増強に努
めました。また、配送各社の値上げにより配送費が増加いたしま
したが、梱包や商品仕様の変更により梱包サイズを小型化する
ことで、配送費の抑制に努めました。株式会社アスカ商会では、
高品質なアーティフィシャル・フラワーの新商品を拡充いたしま
した。また、国内３地区で新商品見本市を開催し、販売の強化に
努めました。株式会社ラドンナでは、「Toffy」ブランドにおいて主
力のキッチンカテゴリーに加え、クリーナー・時計・ファンなどラ
イフスタイルグッズ等の新商品を投入し、カテゴリー展開を強化
いたしました。また、フォトフレームについては好調な低価格ライ
ンの拡充や、リラクゼーション分野ではアクアバブルの新商品を
投入するなど、積極的な販売展開を行いました。

2017 2018 2019

73 76 75売上高の推移

2017 2018 2019

114 113 112売上高の推移

文具事務用品（ステーショナリー） インテリアライフスタイル

売上高

112億円（前期比98.7％）

売上高

75億円（前期比98.3％）
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「テプラ」発売30周年および累計販売台数1,000万台突破を記念したイベント「テ
プラカフェ」を、2018年10月29日(月)から11月4日(日)までの一週間、東京・青
山の「ロイヤルガーデンカフェ青山」にて開催しました。

　ラベルライター「テプラ」は、1988年に国内初の漢字変換が可能なコンパクトなラベル作成機として
開発され、2018年で発売30周年を迎えました。
　「テプラ」シリーズはこれまで、お客様のご要望や時代のニーズに合わせて基本性能の充実と新たな機
能の追加を積極的に進め、これまでに90機種以上を市場に投入してきました。その結果、「テプラ」はラ
ベルライターのパイオニアとして信頼されるブランドに成長し、ラベルライターの代名詞となっています。
また、現在では400種類を超える豊富なテープカートリッジのラインアップも、お客様の多彩なラベルづ
くりを支えています。

～「テプラ」累計販売台数             万台突破～

5

特集
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机にピタッと密着、たおれないペンケース「オクトタツ」
2019年2月発売のたおれないペンケース「オクトタツ」は、ペンケースの
底面に内蔵した吸着パッドと衝撃低減バネにより、たおれない機構を実現した
省スペースでペンが探しやすい‌“立つペンケース”です。
近年、縦型のペンケースが人気ですが、ペンを取る際にたおれやすいとい

う弱点がありました。これを解決したのが「オクトタツ」です。片手でも筆記
用具を取り出しやすいので、試験や会議などのシーンに最適です。

ラベルの無駄な余白を削減した 
「テプラ」PRO SR-R680
2019年5月、ラベル印刷の際の無駄な余白を削減し、より多くのラベル作
成が可能な「テプラ」PRO‌SR-R680を発売しました。
SR-R680はテープの種類を自動で識別し、印刷の速度や濃度など、最適な
設定で印刷することができます。
さらに、公共の施設や案内板などに使用可能な最新の絵文字を搭載してお

り、今後ますますの増加が期待される外国人観光客にもわかりやすいラベル
が作成できます。

手書き感覚でメモし、アラームでお知らせする 
デジタルメモ「カクミル」
画面にタッチするだけですぐに起動し、紙にペンで書くようなアナログ感
覚でメモすることができるデジタルメモ「カクミル」を2019年5月に発売し
ました。「カクミル」の画面には電子ペーパーディスプレイを採用し、メモ
を常時表示させることが可能です。また、メモを書くだけでなく、連動して
アラームを設定することで、予定やToDoのうっかり忘れを防止できます。
本製品は、2018年7月より実施したクラウドファンディングで、目標
金額の1,000万円を超える支援を集めて開発を実現した製品です。

新製品
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※ 括弧内は対前期増減額

親会社株主
に帰属する
当期純利益
963

（△439）

非支配株主
に帰属する
当期純利益
15

（＋4）

法人税等
576

（＋15）

税金等調整前
当期純利益
1,554

（△419）

特別損失
82

（△32）

特別利益
0

（△0）

経常利益
1,636

（△452）

営業外費用
61

（△9）

営業外収益
303

（＋56）

営業利益
1,395

（△517）

32,934
（＋59）

34,329
（△458）

売上原価・
販売費及び
一般管理費

売上高

 売上高
主力商品の販売減により、前
期比1.3％の減少となりまし
た。

 営業利益
運賃や賃借料の増加による販
売管理費の増加もあり、前期
比27.1％の減少となりました。

  親会社株主に帰属する当期純利益
売上高の減少や販管費の増加の
影響により、前期比31.4％の減
少となりました。

連結損益計算書（単位：百万円）

連結財務諸表
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（注）‌‌「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年2月16日）等を当連結会計年度の期首から適用しており、2018年度に係る総資産については、当該会計
基準を遡って適用した後の数値となっております。

8

資産の部 負債・純資産の部

（年度）

流動資産

（年度）

株主資本
20,945

新株予約権
70
非支配株主
持分
274

その他の
包括利益
累計額
369

純資産
株主資本
21,301

新株予約権
89

その他の
包括利益
累計額
△56

純資産

株主資本
20,110

新株予約権
51
非支配株主
持分
250

その他の
包括利益
累計額
151

純資産

2018 2019

21,659

1,334

3,986

26,979

2017

20,564

1,384

5,022

26,971

流動負債

固定負債

有形
固定資産
無形
固定資産
投資
その他の資産

2018 2019

4,413

355355

4,819

17,390

26,979

2017

3,984

605605

4,948

17,433

26,971

3,670

335335

4,529

17,596

26,132

21,334

1,120

3,677

26,132

※ 括弧内は対前期増減額

1,323
（△195）

△17

4,466
（△541）

△900
（＋674）

（△20）

4,368
（△98）

現金及び
現金同等物の
期末残高

現金及び
現金同等物に
係る換算差額現金及び

現金同等物の
期首残高

営業活動による
キャッシュ・フロー

（△16）
△504

投資活動による
キャッシュ・フロー 財務活動による

キャッシュ・フロー

 資産
8億4千万円の減少。主に投資
有価証券や建物及び構築物、退
職給付に係る資産が減少したこ
とによるものです。

 負債
5億2千万円の減少。主に仕入
債務や未払金等の減少によるも
のです。

 純資産
3億円の減少。利益剰余金が増
加した一方で、その他有価証券
評価差額金や非支配株主持分、
資本剰余金等の減少によるもの
です。

 営業活動によるキャッシュ・フロー
主に税金等調整前当期純利益や減価償却費による
ものです。

 投資活動によるキャッシュ・フロー
主に有形固定資産の取得による支出によるもので
す。

 財務活動によるキャッシュ・フロー
主に配当金の支払や子会社株式の取得による支出
によるものです。

連結貸借対照表（単位：百万円）

連結キャッシュ・フロー計算書（単位：百万円）
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⑥

⑦

⑤⑭

①②⑩⑫

⑪③
④⑬

⑧

⑨

代表取締役社長 宮 本 　 彰
 専 務 取 締 役 ‌ 萩 田 直 道
※ 常 務 取 締 役 （経営管理本部長） 原 田 伸 一
※ 常 務 取 締 役 （開発本部長‌兼広報室担当） 亀 田 登 信
※ 取 締 役 （調達物流本部長‌兼品質管理部担当‌兼国内子会社担当‌兼EC事業部担当）高 野 　 真
※ 取 締 役 （人事総務部長‌兼監査室担当） 古 野 康 弘
※ 取 締 役 （営業本部長‌兼営業統括部長‌兼CS部担当） 岩 田 　 健
※ 取 締 役 （海外事業本部長‌兼海外販売系子会社担当） 井 上 拓 人

社 外 取 締 役 恩 藏 直 人
社 外 取 締 役 髙 木 暁 子
社 外 取 締 役 垣 内 惠 子
社 外 取 締 役 廣 川 克 也
常 勤 監 査 役 清 水 和 人
社 外 監 査 役 太 田 美 奈
社 外 監 査 役 丹 羽 武 司
執 行 役 員 （経理部長‌兼情報システム部担当） 金 子 英 俊
執 行 役 員 （調達物流本部副本部長‌兼海外生産系子会社担当） 神 崎 　 司
執 行 役 員 （経営企画部長） 河 村 　 広
執 行 役 員 （株式会社ラドンナ取締役社長） 田 村 淳 也
執 行 役 員 （EC事業部長） 立 石 幸 士
※印は執行役員を兼務しております。‌

商 号 株式会社キングジム
KING‌JIM‌CO.,‌LTD.

創 業 1927年4月

設 立 1948年8月

資 本 金 19億7,869万円

従 業 員 数 連結2,307人、個別400人

本社
①  東京都千代田区東神田二丁目10番18号
営業拠点
②  東 京 支 店 （東京都千代田区）
③  名 古 屋 支 店 （愛知県名古屋市）
④  大 阪 支 店 （大阪府大阪市）
⑤  福 岡 支 店 （福岡県福岡市）
⑥  札 幌 営 業 所 （北海道札幌市）
⑦  仙 台 営 業 所 （宮城県仙台市）
⑧  さいたま営業所 （埼玉県さいたま市）
⑨  広 島 営 業 所 （広島県広島市）

ショップ
⑩  Toffy 自由が丘 （東京都目黒区）
⑪  Toffy みなとみらい （神奈川県横浜市）

物流拠点
⑫ 東京ロジスティクスセンター （東京都江戸川区）
⑬  大 阪 物 流 セ ン タ ー （大阪府大阪市）
⑭  福 岡 物 流 セ ン タ ー （福岡県福岡市）

グループ会社 事業内容
株式会社ラドンナ 室内装飾雑貨・キッチン雑貨・時計の企画、販売
株式会社アスカ商会 造花（アーティフィシャル・フラワー）・インテリア雑貨の輸入、企画、販売
株式会社ぼん家具 インターネットによる家具の通信販売
P.T.KING JIM INDONESIA クリアーファイルを中心とした化成品ファイルの製造
KING JIM（MALAYSIA）SDN.BHD. キングファイル等用の金属製とじ具の製造
KING JIM（VIETNAM）Co.,Ltd. キングファイル等の製造、販売
錦宮（上海）貿易有限公司 文具事務用品の販売
錦宮（香港）有限公司 電子製品機器等の販売および開発・調達関連業務の受託
錦宮（深圳）商貿有限公司 電子製品機器等の販売および開発・調達関連業務の受託
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連結財務諸表特集事業別の概況企業理念 会社概要

毎年6月21日から翌年6月20日まで

毎年9月開催

定時株主総会　毎年‌‌6月20日

期末配当金　毎年‌‌6月20日

中間配当金　毎年12月20日

そのほか必要があるときは、あらかじめ公告

して定めた日

東京都千代田区丸の内一丁目4番1号

三井住友信託銀行株式会社

東京都千代田区丸の内一丁目4番1号

三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

〒168-0063

東京都杉並区和泉二丁目8番4号

三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

0120-782-031（フリーダイヤル）

https://www.smtb.jp/personal/agency/

index.html

電子公告（当社のウェブサイトに掲載する方法

により行います。）

ただし、事故その他やむを得ない事由により、

電子公告による公告をすることができない場合

は、日本経済新聞に掲載いたします。

当社ウェブサイト　https://www.kingjim.co.jp/

100株

東京証券取引所

7962

・  事 業 年 度

・  定 時 株 主 総 会

・  基 準 日

　

・  株主名簿管理人および

　  特別口座の口座管理機関

・  株 主 名 簿 管 理 人

　  事 務 取 扱 場 所

（郵 便 物 送 付 先）

（電 話 照 会 先）

（インターネットホームページURL）

・  公 告 の 方 法

・  単 元 株 式 数

・  上場金融商品取引所

・  証 券 コ ー ド

発行可能株式総数 普通株式‌100,000,000株

発行済株式の総数 普通株式　32,459,692株

株主数 34,891名

所有者別株式分布

大株主

（注）持株比率は、自己株式（4,037千株）を控除して計算しております。

株主名 持株数（千株）　持株比率（％）

東京中小企業投資育成株式会社 2,139 7.53

株式会社三井住友銀行 1,376 4.84

株式会社三菱UFJ銀行 1,011 3.56

宮本　彰 956 3.37

株式会社ヨドバシカメラ 944 3.32

三井住友信託銀行株式会社 898 3.16

キングジム第一共栄持株会 855 3.01

有限会社メイフェア・クリエイション 853 3.00

株式会社エムケージム 841 2.96

宮本　惠美子 781 2.75

■ 金融機関
■ 証券会社
■ その他国内法人
■ 外国人
■ 個人･その他
■ 自己名義

6,190千株
44千株

8,064千株
551千株

13,571千株
4,037千株

（19.07％）
（  0.14％）
（24.84％）
（  1.70％）
（41.81％）
（12.44％）

個人･その他

自己名義

金融機関

その他
国内法人

外国人

証券会社
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お問い合わせ先

　　　　　　　　　  人事総務部
東京都千代田区東神田二丁目10番18号 〒101-0031
Tel　03-3864-5898（代）
Eメール　kabushiki@kingjim.co.jp 本書は、植物油インキを使用して印刷するとともに、

針金を使わず「ECO綴じ」にて製本しています。

見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。

毎年6月20日現在の株主名簿に記録された所有株式数に応じて株主優待
品を年1回贈呈しております。

所有株数 優待内容

1,000株以上 5,000円相当の当社またはグループ会社商品

100株以上1,000株未満 2,500円相当の当社またはグループ会社商品

株主優待

住所・氏名変更、
単元未満株式の買取・買増等について
証券会社に口座を開設されている株主様
　→‌‌株主様が株式を保有されている証券会社でお手続
きください。

証券会社に口座を開設されていない株主様
　→‌‌三井住友信託銀行‌証券代行部へお問い合わせくだ
さい。

0120－782－031
未払配当金のお支払について
　→三井住友信託銀行‌証券代行部へお申し出ください。

0120－782－031

株主インフォメーション

https://www.facebook.com/kingjim.pr/

公式Facebookページ

https://www.kingjim.co.jp/

公式ウェブサイト

@kingjim

公式Twitterアカウント

ユーザーコミュニケーション
当社は、公式ウェブサイトや各種ソーシャルメディアを利用したプロモーションや企業活動の告知を行っております。
お客様、投資家を含めたステークホルダーの皆様との双方向の関係づくりを目指し、日々コミュニケーションの充実に努めてまいりますので、
ぜひ、株主の皆様も様々な形で当社に触れてみてください。


